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特集：アメリカの社会保障

米国における不況と雇用・失業対策

宮本 弘曉＊

抄 録

米国経済は2000年代後半にサブプライムローン問題に端を発する大不況，そして2020年春からの新型

コロナウイルス感染流行による経済の大停滞と，この約15年間の間に2つの大きな不況を経験している。

二つの大不況下で雇用環境は著しく悪化，失業が増大した。米国政府は失業保険の拡充や大規模な財政

出動により雇用・失業対策を講じたが，果たして，これらの政策はどのような効果をもたらしたのだろ

うか。本稿ではこの約15年間の米国労働市場の動きを整理すると同時に，2つの大不況下で実施された

雇用・失業対策を紹介し，その効果を検討する。具体的には，失業保険拡充と財政刺激の効果を最近の

実証研究を踏まえながら検討し，最低賃金の引き上げを巡る議論も紹介する。
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社会保障研究 2021, vol. 6, no. 2, pp. 114-129.

Ⅰ はじめに

2020年，世界は新型コロナウイルス感染症の猛

威に襲われた。Covid-19と命名された新型コロナ

ウイルスは，グローバル化により高密度化した社

会において，その強悪な性質により，短期間に世

界中に広まり甚大な被害をもたらした。

最大の被害国は米国だ。2021年1月中旬には世

界全体のコロナ感染者の4分の1強が米国に集中，

本稿執筆時点（2021年8月4日）で累計感染者数は

約3530万人と世界で突出して多い。

パンデミックは米国経済に大きな打撃を与え

た。2020年第2四半期の実質GDP成長率は前期比

年率マイナス32.9％と，1947年の統計開始以来，

最大の減少幅を記録した。2020年1月には3.6％

だった失業率は，4月に過去最悪の14.7％まで上

昇，雇用者数は2200万人減少し，過去10年間の景

気拡大で増加した分がほぼ失われた。

コロナ不況に対し，米国政府は過去に例のない

大規模な経済対策を打ち出した。ワクチン接種の

進展および感染状況の改善もあり，2021年第1四

半期には実質GDP成長率は前期比年率6.4％とな

り，実質GDPの水準もパンデミック前の水準にほ

ぼ回復した。

ところで，時間を少し巻き戻し，この約15年間

の米国経済を振り返ると，経済が大きく後退した

のは，今般のコロナ不況だけではない。2000年代

後半にはサブプライムローン問題を契機に「グ

レート・リセッション（Great Recession）」と呼ば
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れる戦後最長の不況が米国を襲っている。景気後

退による雇用環境の悪化は激しく，不況前に4％

台半ばだった失業率は一時，10％と2倍以上の水

準となった。当時，米国で失業率が2桁になった

のは約26年ぶりのことであった。

これら2つの大不況下で，米国政府は失業保険

の拡充や大規模な財政出動により雇用・失業対策

を講じている。

グレート・リセッション時には，オバマ政権が

2009年に総額約7900億ドル（GDP比で約5.5％）の

経済救済法「アメリカ復興・再投資法（American

recovery and reinvestment act of 2009）」を，2010年

には総額176億ドル規模の「雇用促進法（Hiring

Incentives to restore employment act）を成立させ，

雇用促進を目的とした大規模な経済政策を打ち出

した。

また，今般のコロナ対策としては，トランプ政

権が2020年3月に現金給付，失業保険の拡充，民間

企業支援などを盛り込んだ救済法案に署名した。

その措置は総額約2.2兆ドル（GDP比で約1割）に

上り，米国史上最大規模となった。また，トラン

プ政権は2020年12月には9000億ドルの追加支援策

を打ち出した。さらに，2021年1月に発足したバ

イデン政権は雇用再建を重視しており，現金給付

や失業給付の拡充などを含む約1.9兆ドルの「米

国救済計画（American Rescue Plan）」を2021年3月

に成立させた。バイデン政権はインフラ整備や気

候変動対策で2兆ドルを2021年から8年間に支出す

る「米国雇用計画（American Jobs Plan）」，子育て

や教育支援を柱とする「米国家族計画（American

Families Plan）」（1.8兆ドル）も計画している。

果たして，このような雇用・失業対策はどのよ

うな効果をもたらしたのだろうか。本稿ではこの

約15年間の米国労働市場の動きを整理すると同時

に，2つの大不況下で実施された雇用・失業対策を

紹介し，その効果を検討する。

本稿の構成は以下の通りである。次のⅡでは過

去約15年間の米国労働市場の動きを整理する。1)Ⅲ

では大不況下における米国の雇用・失業対策を紹

介し，その効果を議論する。グレード・リセッ

ションならびにコロナ不況下では失業保険の拡充

や大規模な財政出動が行われた。まず，米国の失

業保険制度を概観した後，2つの不況下で実施さ

れた失業保険拡充の効果を検討しよう。次に，財

政刺激の効果を最近の実証研究を紹介しながら検

討する。さらに，バイデン大統領が連邦政府と請

負契約を結ぶ労働者の最低賃金を引き上げる大統

領に署名をしたことを受け，最低賃金の引き上げ

を巡る議論も紹介する。Ⅳは結語であり，本稿で

は取り扱わなかったいくつかの重要な点について

触れる。

Ⅱ 2000年代後半以降の米国労働市場

本節では，2000年代後半以降の米国労働市場の

動向を確認する。この約15年間に米国は金融危機

によるグレート・リセッション，そして新型コロ

ナウイルス感染流行による大不況と二つの大きな

経済後退を経験している。このようなマクロ経済

状況のもと，雇用や賃金といった労働市場の変数

がどのように推移してきたのかを見ることにしよ

う。

雇用は生産の派生需要であり，労働市場の動向

を見る際にはマクロ経済の状況を考える必要があ

る。そこで，マクロ経済状況を知るうえで最も重

要な変数である実質GDPの動きを確認しよう。

図1は2007年から2020年の実質GDPの水準と成

長率を示したものだ。

リーマンショックを契機とする世界金融危機に

より，米国の経済成長率は2008-9年にマイナスと

なった。リーマンショック前の2007年には15.6兆

ドルあった実質GDPは2009年には15.2兆ドルと約

0.4兆ドルも減少した。その後，経済は回復し，

2011年には実質GDPは不況前の2007年の水準を

上回った。2010年から新型コロナウイルス感染流

行前の2019年までの平均経済成長率は2.3％だっ

た。しかし，パンデミックに伴う経済活動の抑

止・停止により，2020年の経済成長率は−3.5％と

1) グレート・リセッション時の米国労働市場の動きや雇用・失業対策については宮本（2014）が詳しい。
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経済は大打撃を受けた。本稿執筆時点の最新デー

タによると，2021年第1四半期の実質GDP成長率

（速報値）は前期比年率6.4％となり，実質GDPの

水準も新型コロナウイルス感染拡大前の水準をほ
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図1 実質GDPと成長率の推移
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注：図の影部分はNBERによる景気後退期を表している。

出所：U.S. Bureau of Labor Statistics.

図2 非農業部門雇用者数の推移（万人）
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ぼ回復している。

次に，雇用者数の動きを確認しよう。図2は非

農業部門の雇用者数の推移を示したものだ。

雇用者数はグレート・リセッション前の2007年

には約13800万人だったが，その数は2010年2月に

は約830万人減の約12970万人まで減少した。その

後，雇用は回復したが，雇用者数が2007年の水準

を上回ったのは2014年になってからと，回復には

長い年月を要している。雇用者数は2020年2月の

約15250万人まで増加し続けたが，新型コロナウ

イルス感染拡大を受けて2020年3月から経済活動

の抑制措置がとられたことにより，景気が急速に

悪化，雇用者数も2020年4月に13016万人まで減少

した。雇用者数の減少は約2200万人と，過去10年

間の景気拡大で増加した分がほぼ失われた。

次に失業率の動きをみておこう。2)図3は2007年

から2021年4月までの失業率の推移を示したもの

だ。

グレート・リセッション以前の2007年1月の失

業率は4.6％だったが，不況により失業率は一時

10％を超えるまで上昇した。その後，経済の回復

に伴い失業率は低下，2019年後半には3.5％と過

去50年間で最も低い水準となり，パンデミック前

まではおおむねその水準で推移していた。

グレート・リセッション後からパンデミック前

までの失業率低下は労働供給側の要因によるとこ

ろが少なくない。失業変動は失業者プールへの労

働者の流出入によって決定されるが，米国の失業

率低下は，失業からのアウトフローが増加したこ

とよりも，失業へのインフローが低下したことが

大きいと考えられている（Hornstein and Kudlyak,

2020; Kudlyak and Ochse, 2020）。その背景には，

出生率の低下や高齢化などの構造的な理由が存在

する。

新型コロナウイルス感染流行の影響で失業率は

2020年4月に14.8％と10ポイント以上，急上昇し，

1930年代の大恐慌以来の最悪の水準となった。そ

の後，失業率は低下し，2021年4月には6.1％まで

下がったが，依然としてその水準は高い。

失業率を性別でみると，総じて男性の失業率の

2) 本誌Allard and Pelletier論文でもコロナ禍における失業の動きについて論じているので参考されたい。
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図3 失業率の推移（％）
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方が女性の失業率よりも高いことがわかる。ま

た，景気後退局面に注目すると，グレート・リ

セッションの際には，男女の失業率はそれぞれ最

大で6.2ポイントと4.3ポイント上昇した。不況時

に女性よりも男性の方が深刻な影響を受けるとい

うのはそれ以前の不況でもみられる現象で，米国

の不況はマンセッション（Mancession）だと言わ

れることがある。3)

ところが，今般のコロナ不況では状況が異な

る。男性よりも女性で失業率の上昇がみられる。

失業率が過去最高となった2020年4月に注目する

と，前月から男性の失業率は9ポイント上がったの

に対して，女性の失業率は11.5ポイント上昇した。

これは，女性が男性よりも対面で接触が必要な

種々の社会的セクターで働いている可能性が高い

ことによる（Georgieva et al. 2020; Shibata, 2011）。4)

労働市場をみる際に雇用と同様に重要なのは賃

金の動きだ。図4は賃金成長率の推移を見たもの

である。

賃金成長率の推移はU字型をしていたことがわ

かる。賃金成長率は2009年1月に3.7％をマークし

た後，大きく低下し，その後は，徐々に回復した。

グレート・リセッション後の景気回復局面で雇用

が増加，失業率が低下しても，労働市場がそれほ

ど逼迫しなかったため，賃金成長率はモデレート

であったと考えられる。

パンデミック後の2020年4月に失業が急増した

が，賃金成長率はむしろ上昇した。これは低賃金

の雇用が失われたことによるもので，継続して雇

用されている者の賃金はほとんど変わっていな

い。

不況時に労働者の構成が変わることで賃金成長

率が高まるのはコロナ不況の特徴ではなく，これ

までの不況でも観察されてきた。しかしながら，

3) Elsby et al.（2010）はグレート・リセッションを含む過去6回の景気後退において，若年，低学歴，マイノリ

ティー（人種的少数派）の雇用消失が大きかったことを明らかにしている。また，Hoynes et al.（2012）もグレー

ト・リセッション時に，女性や白人，働き盛り世代よりも男性，黒人やヒスパニック，若年世代，低学歴者で雇用

の減少が多かったことを示している。
4) Shibata（2021）はコロナ不況下でテレワークのしやすい職業の方がそうでない職業よりもその失業率の上昇が

低かったことを示している。また，この傾向はその程度は異なるものの，グレート・リセッションでも観察され

るとしている。
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図4 賃金成長率（前年同月比，％）
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コロナ不況ではその変動幅が過去の不況よりも大

きいことが指摘されている。これは雇用状態から

非雇用状態に移動する労働者がコロナ不況では大

量だったことが理由だとCrust et al.（2020）は指

摘する。雇用状態から失業状態もしくは非労働力

に状態に移動した労働力に注目すると，グレー

ト・リセッション時とコロナ不況時ではその割合

に大きな差はないものの，その数はコロナ不況時

の方が倍近く多い。

Ⅲ 不況下の雇用・失業対策

金融危機によるグレート・リセッションならび

に新型コロナ感染流行による経済の大停滞に対し

て，米国政府は大規模な経済政策を打ち出した。

ここでは，オバマ，トランプ，バイデン政権下で

行われた雇用・失業対策を整理し，その効果につ

いて論じる。これらの政権では失業保険給付の拡

充措置や雇用創出を目的とした財政出動が行われ

た。まず，失業保険給付について論じ，その後，

財政政策について考えることにしよう。また，後

に詳しく述べるように，バイデン政権では最低賃

金の引き上げも行われた。そこで，本節の最後で

は，最低賃金引き上げの経済効果についても論じ

る。

1 失業保険

グレート・リセッションおよびコロナ不況下で

雇用情勢が厳しくなる中，米国では失業保険給付

の拡充措置がとられた。果たしてこれらの失業給

付拡充はどのような経済効果を持ったのだろう

か。ここでは，米国の失業保険制度を簡単に説明

した後，2つの大きな不況下で実施された失業保

険拡充の経済効果について検討しよう。

（1） 失業保険制度の説明

失業保険は失職した労働者の所得を補償するこ

とを目的としており，米国では各州政府と連邦政

府が失業保険制度を運営している。対象者は基本

的に会社都合で離職した就労可能な失業者に限ら

れており，自己都合による退職者は失業給付を受

給できない。

失業保険給付は基本的には各州が事業主体とな

り，州の失業保険法に基づき失業者に給付金を支

給している。5)給付金額や給付期間は州ごとに設定

されている。給付額は離職前賃金の50％から80％

となっており，給付額には上限が設けられてい

る。また，給付期間の上限は12週から30週と幅が

あるが，多くの州で26週となっている。6)ただし，

雇用環境が悪化した場合には，州政府と連邦政府

が共同で行うプログラムに基づき，各州からの失

業保険給付が満了した失業者を対象に給付金の延

長支給が行われることになっている。

連邦政府は，州と共同で行う延長給付プログラム

（ExtendedBenefit Program）と，連邦政府独自の緊急

失業補償プログラム（Emergency Unemployment

Compensation Program）を提供している。前者は

州の失業状態に応じて，通常の失業給付の受給期

間が満了した失業者を対象に，失業給付を13週も

しくは20週間延長するというもので，州の失業率

がある水準を超えた場合に自動的に適用される。

各州による一般的な失業保険とこの延長給付プロ

グラムは恒久的な制度となっている。これに対し

て，後者は暫時法案を通して施行される期間限定

的な制度であり，大きな景気後退期に実施され

る。

（2） 失業保険の給付延長措置

次に，グレート・リセッションおよびコロナ不

況下で実施された失業補償プログラムを確認して

おこう。

グレート・リセッション時の2008年に成立した

緊急失業補償プログラムでは，当初最長13週間の

延長給付が認められたが，その後，複数回延長さ

5) 米国では社会保障法（Social Security Act of 1935）にもとづき，各州が失業保険法を制定することが定められてい

る。
6) 給付期間が最も短いのはノースカロライナ州の12週で，最長はフロリダ州，マサチューセッツ州の30週となっ

ている。
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れ，最長で53週までの延長が決定された。この結

果，通常の失業保険給付と延長給付プログラム，

そして緊急失業補償プログラムを合わせると，失

業者は最長で99週まで失業給付を受給することが

可能となった7)。

コロナ禍での失業保険の拡充は2020年3月に成

立した新型コロナウイルス対策の救済法の大きな

柱の一つとなっている。この救済法の正式名称は

「コロナウイルス支援・救済・経済安全保障

（Coronavirus Aid, Relief, and Economic Security）

法」で，各頭文字から「CARES法」と略される。

その救済措置は総額2.2兆ドルに上り，米国史上

最大規模となっている。CARES法には，失業保険

の拡充以外に，各世帯への現金給付や民間企業支

援などが盛り込まれている。

CARES法により，失業者は州ごとの失業保険の

給付に加えて，2020年7月末までの時限措置とし

て1週間当たり600ドルの給付を受けられることと

なった。これが7月末で失効すると，8月8日の大

統領令により300〜400ドルを加算する措置に代

わった。その後，2020年12月にトランプ大統領が

署名した「2021年統合歳出法（Consolidated

Appropriations Act 2021）により加算額は週300ド

ルに設定され，支給期間は2020年12月27日から

2021年3月14日までの最長11週間とされた。2021

年1月にバイデン政権が発足すると，その「米国救

済計画」（詳細は後述）において，2021年9月まで

週400ドルの加算措置がとられた。

また，コロナ危機対応として，自営業者，ギグ

ワーカーやフリーランスなど本来，受給資格のな

い失業者にも一時的に特例支給（Pandemic

Unemployment Assistance）が認められた。さら

に，CARES法には受給期間満了者に対する最長13週

間の継続給付（PandemicEmergency Unemployment

Compensation）も含まれた。この特例措置は，

2020年12月の経済対策で11週間延期された。

コロナ禍での失業保険申請件数を確認しておこ

う。2020年4月第1週の新規申請件数は616万人と

過去最高となった。3月第1週の新規申請件数は約

20万人だったので，ひと月で30倍強まで増加した

ことになる。なお，グレート・リセッション時の

新規申請件数の最高は2009年1月第1週の約96万人

だったので，コロナ不況下での失業保険申請件数

がいかに多いかがわかる。図5はコロナ不況下で

7) この緊急失業補償プログラムは2013年12月28日をもって終了した。
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の失業保険申請件数（継続）の推移を示したもの

である。州政府からの通常給付に特例支給や継続

給付などを加えた申請件数は2020年3月第1週には

約201万人だったが4月第1週には1200万人を超え，

ピーク時には3300万人近くまで増加した。

（3） 失業保険の経済効果

次に，2つの大不況時における失業給付の拡充

措置がどのような経済効果を持ったのを考えるこ

とにしよう。

一般に，失業保険は失業者の所得保障を通じ

て，失業者個人および経済全体にプラスの効果を

もたらす一方，失業を長期化させるなどの負の効

果があることが知られている。

まず，失業保険は失業時の所得を補償させるこ

とで，失業者が生活を心配せずに職探しに専念で

きるようにすると同時に，やむなく雇用条件の悪

い仕事に就かざるを得ない状況を回避させる効果

を持つ。また，失業者の消費減少を抑え，特に不

況時にマクロ経済の下支えをする効果も持つ。

その一方で，失業保険が経済に与える影響を分

析するのによく使用されるサーチ理論によると，

失業給付の拡充は失業者の求職意欲を低下，就業

率を低下させる。結果，失業が長期化する。これ

は本来，失業保険のセーフティネットとしての性

格が失業者のモラルハザードを招くためである。

失業保険の給付拡充が実際にモラルハザードを

引き起こして失業を長期化させるかどうかは実証

的な問題だ。グレート・リセッション前を分析対

象とした実証研究では失業給付の増額や期間延長

が失業期間を長期化させたというものが多い（例

えば，Moffitt（1985）やKatz and Meyer（1990）を

参照）。これに対して，グレート・リセッション時

の失業給保険の延長給付は，受給者の失業期間に

大きな影響を与えなかったとする先行研究が多

い。以下，詳しく見ていこう。

Rothstein（2011）は人口動態調査（Current

Population Survey: CPS）のデータを用いて失業か

らの退出率を計算し，失業給付延長が失業期間に

与えた影響を分析している。分析結果は失業給付

の延長措置は失業者が再雇用される確率を下げる

ものの，その程度はわずかであるというものであ

る8)。また，Rothstein（2011）は失業給付延長は失

業率を上昇させる効果を持つものの，その大きさ

は限定的であるとしている。

Farber and Valletta（2015）も失業給付の延長は

失業からの退出確率をわずかだが低下させ，失業

期間を長期化させたとしている。Farber and

Valletta（2015）はグレート・リセッション時のみ

ならず，2000年代初頭の不況時における失業給付

の延長が失業期間に与えた影響も分析している。

これら2つの不況下において，失業給付の延長措

置は若干だが，失業期間を長期化させたことが明

らかとなった。また，その効果は大不況時の方

が，2000年代初頭の不況時よりも大きかったが，

これは大不況時に実施された措置の方がより寛大

であったためだとしている。

Farber and Valletta（2015）はグレート・リセッ

ションという極めて特異な大規模な景気後退期を

主な分析対象としていることから，失業保険延長

の効果も一般的なものではない可能性が高い。そ

こで，Farber et al.（2015）は景気回復期である

2012-13年も考慮した上で，失業保険延長の効果

を再検討している。分析の結果，2012年以降の改

善された労働市場において失業給付の効果が大き

くなったというエビデンスはなかったとしてい

る。また，給付延長がモラルハザードを起こし，

就業確率に影響をしたという証拠はグレート・リ

セッション時においてもまたその後の景気回復期

においてもみられなかったとしている。9)

これに対し，Hagedorn et al.（2019）は失業給付

の延長は「一般均衡効果」により失業を増加させ

ると主張している。失業給付の延長措置が失業期

間に与えた影響はわずかであるとする上述の研究

は労働供給側のみをその分析対象としている。し

かしながら，失業給付は失業者の意思決定のみな

8) 給付延長が失業からの退出率を下げる効果は特に長期失業者にみられるとしている。
9) Schmieder and von Wachter（2016）は労働市場が良い状態のときには失業保険がdisincentive効果を持つとしてい

る。

米国における不況と雇用・失業対策 121



0204_社会保障研究_【宮本】_SK.smd  Page 9 21/09/22 09:12  v4.00

らず，企業の労働需要にも影響を与えうる。

Hagedorn et al.（2019）は後者の効果を測定する方

法を構築し，失業給付の延長は賃金の引き上げを

通じ企業の利得を低下させ，その結果，欠員募集

を大幅に減少，失業を増加させたことを示してい

る。

これに対し，Marinescu（2017）は失業給付が労

働需要に与える影響を考慮しても，大不況時の延

長給付が失業に与えた影響は限定的だとしてい

る。給付延長は個々の失業者の求職意欲を低下さ

せ，職への応募を減少させるが，これは求職者が

欠員とマッチする確率を上げる効果を持つ。言い

換えれば，失業給付の延長は失業者間の求職競争

を弱め，職を得る確率を上げる効果があるという

ことだ。この効果により，失業給付の延長は経済

全体の失業には大きな影響を与えない可能性があ

る。実際，Marinescu（2017）は米国の求人サイト

CareerBuider.comのデータから，給付期間の10％

延長は職への応募を1％程度減少させる効果を持

つものの，求人数がそれほど減少しない為，失業

者が職とマッチする確率はむしろ高まることを発

見した。10)これらの効果はほぼ相殺されるため，失

業給付延長による失業率の上昇はわずか0.6％で

あるとしている。

次に，コロナ不況下での失業保険の給付拡充の

効果についてみていこう。

米国政府・議会が2020年3月に成立させた新型

コロナウイルス対策の救済法（CARES法）には

2020年7月末まで失業給付を週600ドル上乗せする

という措置が盛り込まれた。この600ドルという

金額は，各州から支給される通常の失業給付と合

わせた給付額合計の平均が，米国の平均賃金（週

約1000ドル）と一致するように決められたもの

だ。失職前の賃金に対する失業保険給付額を「置

き換え比率（replacement ratio）」というが，600ド

ルという追加支給額は置き換え率の平均が100％

になるように設定されているということである。

この追加措置により失業給付受給者の大半で給

付額が失職前の賃金を上回るという現象が起き

た。Ganong et al.（2020）はCPSのマイクロデータ

を用いて，600ドルの追加給付により置き換え比

率の中央値が134％へと大きく高まったことを示

している。これは次のように説明される。所得分

布は高所得者層側に長い裾を引いているため，平

均賃金は高賃金の労働者に引っ張られて高くな

る。その結果，所得の中央値（約750ドル）は平均

よりも低い水準となっている。そこに，置き換え

率の平均を100％にするように600ドルの追加給付

があったため，置き換え比率の中央値が134％ま

で増加した。この結果，受給者の約7割で失業給

付額が失職前の賃金よりも高くなるという事態と

なった。

追加給付により大半の労働者は働き続けるよ

り，失業保険をもらい一時的に所得を増やすこと

ができる状況となったが，果たして，600ドルの追

加給付はモラルハザードを引き起こし，失業期間

を長期化させたのであろうか。これまでの研究か

ら得られる結論は，そうではなさそうだというも

のである。以下，詳しく見ていこう。

失業者が仕事のオファーを受け入れ働くか，あ

るいは失業状態のままでいるかは，失業時に受け

取る失業給付額に依存する。もし雇用されること

で得られる価値が，失業状態に居続ける価値より

も高ければ，失業者は仕事のオファーを受け入れ

るだろうし，また，逆であれば，オファーは受け

入れないだろう。Petrosky-Nadeau（2020）は，失

業者が失業状態に居続けることを選択させる失業

給付の最低額を「留保失業給付」とよび，CPSの

データから職種や教育水準ごとに，労働者の留保

給付額を推計している。分析の結果，CARES法に

よる追加給付を考慮しても，ほとんどの労働者で

実際の失業給付が留保失業給付を下回り，コロナ

対策としての失業給付拡充が失業を長期化させて

いる証拠はないとしている。

また，Petrosky-Nadeau and Valletta（2020）は失

業者の就業確率を推計し，CARES法による失業保

険の追加給付が就業確率を引き下げた証拠は見ら

れないとしている。彼らの分析では，600ドルの

10) CareerBuilderは米国求人サイトの中でも大規模なもののひとつであり，米国の欠員の約3分の1を扱っている。
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追加給付後，3か月間では，より充実した失業保険

を受給した失業者の方がそうでない失業者よりも

より早く再就職したことも示されている。彼ら

は，失業給付の拡充は失職による所得のロスを補

償すると同時に経済活動と雇用を下支えし，自動

安定化装置（Automatic stabilizer）の役割をしっか

りと果たしたと評価している。

Marinescu et al.（2021）もCARES法の失業給付

の追加措置が雇用に与えた影響は限定的であると

主張する。経済理論によれば，寛大な失業給付

は，求職活動を減少させ，結果として企業の欠員

募集も減らす可能性がある（Landais et al., 2018）。

これに対し，Marinescu et al.（2021）はネット求人

サービス大手のGlassdoor社のデータから，失業給

付の追加措置により求職者は減少したが，求人応

募は減少しなかったことを明らかにした。11)さら

に，欠員にはすでに多くの求職応募があったた

め，求職者の若干の減少が雇用創出に与えた影響

は少なかったと結論付けている。600ドルの追加

給付が雇用に与えた影響が限定的という研究はこ

のほかにAltonji et al.（2020），Bartik et al.（2020）

やDube（2020）などがあげられる。

パンデミックの間，失業保険給付が消費を下支

えしたことも明らかにされている。2020年5月の

失業給付総額は賃金総額の約15％に相当し，グ

レート・リセッションのピーク時の5倍以上と

なった。Farrell et al.（2020）はパンデミック時に

雇用者の総支出は10％減少した一方，失業保険受

給者の支出が10％増加したことを示している。ま

た，彼らの調査によると，給付の受け取りが遅れ

ている失業者では，支出が20％減少しているのに

対して，失職後すぐに給付を受け取った失業者に

はそのような支出の減少は見られないとしてい

る。

2 大型の財政出動

大不況時とコロナ不況時に実施された雇用・失

業対策は失業保険の給付拡充だけではない。オバ

マ政権は2009年2月にARRA法により，総額約7900

億ドルの景気刺激策を実施，トランプ政権も2020

年3月にCARES法により約2.2兆ドルという過去最

大の財政出動を実施した。さらに，2021年3月に

はバイデン政権が「米国救済計画」と呼ばれる1.9

兆ドルの財政刺激策を可決。バイデン政権はイン

フラ整備や気候変動対策で2兆ドルを2021年から8

年間に支出する「米国雇用計画」，子育てや教育支

援を柱とする「米国家族計画」（1.8兆ドル）も計

画している。これらの財政政策は景気だけでな

く，雇用の回復も目指すものである。

CARES法による景気刺激策に注目すると，その

内訳は個人の所得補償や失業保険の給付拡大

（23％），連邦政府支出（24％），州・地方政府支援

（12％），中小企業支援策（29％），税制上の優遇措

置（11％）となっている。12)つまり，個人の所得保

障や失業保険の給付拡充と同程度，政府支出，い

わゆる裁量的な財政出動に予算が当てられてい

る。

なお，中小企業支援策の中心は，米国政府が当

初 3500億ドルもの予算を投じた「Paycheck

Protection Program（PPP）」だ。これは雇用維持

を目的としたもので，民間金融機関からローンの

形で中小企業（自営業やフリーランスを含む）に

先に運転資金を渡し，一定の条件（80％以上を給

与支払いに充てるなど）が満たされた場合，その

返済を免除，金融機関に対しては返済免除された

額が政府から補填されるというものである。13)

PPPはCARES法の目玉のひとつであり，大不況

時の経済対策にはなかったものである。Wilson

（2020）によれば，PPPを除くと，ARRA法と

CARES法による経済対策の内訳（5項目の構成比

11) 彼女らの別論文Marinescu et al.（2020）では，CARES法のあとに最も置き換え率が高くなったグループにおいて

も求人当たりの応募数が増えており，失業給付の増加がCARES法のあとで雇用にマイナスの影響を与えたという

ことはないとしている。
12) 括弧内の数字はCBO（2020）に基づき，各項目のコストが全体に占める割合を表している。
13) PPPの事業規模は当初約3500億ドルだったが，申請が殺到，わずか2週間で資金が枯渇したため，2020年4月下旬

に第2弾として約3100億ドルの資金が追加され総額6500ドル強となった。
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率）に大差はない。なお，大不況時とコロナ不況

時には金利がほぼゼロとなっており，伝統的な金

融政策に期待ができないという点も共通してい

る。

雇用は生産の派生需要であり，財政出動により

経済が回復すれば，労働市場にもプラスの効果が

ある。以下，これらの裁量的な財政政策が経済，

雇用に与える影響を検討しよう。

財政政策がマクロ経済に与える影響を分析する

際によく使用されるものに財政乗数がある。財政

乗数は政府支出の増加や減税などの財政政策がど

れだけ生産量の変化をもたらすかを表したもの

で，生産量の変化量を政府支出や税金の変化量で

割ったものとして求めることができる。

財政政策は「乗数効果」と呼ばれる派生効果に

よってその数倍の需要を生み出すことが可能であ

り，これが景気刺激策としての財政政策の理論的

根拠になっている。具体的には，政府がその支出

を増やすと，その分，生産が増加，所得が増える

ため，国民は消費を増やす。この消費の増分は再

び国民所得を増やすことになるが，これが繰り返

されると，最終的には当初の政府支出の額以上に

経済が拡大することになる。つまり，最終的には

当初の政府支出を上回る需要の増加，そして所

得，生産の増加が生じる。

乗数効果がなければ政府支出の増加はその分だ

け国民所得を増やすだけなので，財政乗数は1に

なる。14)乗数効果があれば，政府支出の増加はその

数倍の需要を生み出すため，国民所得は政府支出

の増加分よりも増えることになり，財政乗数は1

よりも大きくなる。

では，実際に米国の財政乗数はどのくらいの大

きさなのだろうか。財政乗数を推定した研究を

サーベイしたRamey（2016）は，推定手法により

その値は異なるが，米国の財政乗数は0.6から1.5

であるとしている。

財政乗数は財政政策が生産量に与える影響を測

るものであるが，財政政策が雇用に与える影響を

測る際には「失業乗数」と呼ばれるものが用いら

れる。失業乗数は失業率の変化を政府支出の変化

で割ったものとして求められる。失業乗数は比較

的新しいコンセプトで，まだ研究蓄積がそれほど

ないが，Monacelli et al.（2011）は構造型VARモデ

ルという時系列分析の手法を用いて，米国の失業

乗数を0.6程度であるとしている。15)これは，政府

支出をGDP1％相当額増やした場合，失業率は

ピーク時で0.6ポイント低下するということであ

る。

コロナ不況下で実施された財政政策の効果につ

いては今後，研究が進むものと考えられる一方，

大不況時の財政政策の効果を分析したものは少な

くない。例えば，Chodorow-Reich（2019）はARRA

法の財政乗数を1.5と推定している。また，ARRA

法では仕事をひとつ創出するのにおよそ5万ドル

のコストがかかったとしている。これに対し，

Wilson（2012）は100億ドルの支出に対して8つの

仕事が創出，言い換えれば，ひとつの仕事をつく

るのに約12.5万ドルがかかったと財政政策の雇用

への影響を評価している。

なお，財政政策の効果は景気変動の影響を受け，

不況時の財政乗数は好況時よりも大きくなること

が知られている（Auerbach and Gorodnichenko,

2012, 2013）。また，金利がゼロ近傍にいるときに

は，財政政策の景気刺激効果が高くなることも知

られている（Miyamoto et al., 2018; Goode et al.,

2021）。

トランプ・バイデン両政権下の財政政策の効果

を分析するには時期尚早だが，コロナ禍という未

曽有の不況下で，しかも金融緩和により金利がほ

ぼゼロの水準となっていたときに過去にない大き

な規模でその支出がなされたことを考えると，そ

の景気刺激効果は大きい可能性は十分にあると考

えられる。

14) 財政政策はその副作用から1を下回ることもある。財政政策の副作用の代表例は，民間の投資を押しのけてし

まうことだ。これは政府支出の「クラウディング・アウト（押し出し）効果」と呼ばれる。
15) 失業乗数に関する研究としては，欧州諸国を対象としたFaia et al.（2013）や日本を対象としたKato and

Miyamoto（2013）があげられる。
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3 最低賃金引上げ

2021年4月，バイデン大統領は，連邦政府と請負

契約を結ぶ労働者の最低賃金を現行の時給10.95

ドルから時給15ドルに引き上げる大統領令に署名

した。バイデン政権は全労働者の最低賃金引き上

げを目指しており，今回の大統領はそれに弾みを

つけたいという考えもある。ここでは，最低賃金

の引き上げについて考えよう。

米国では連邦法である公正労働基準法による全

国レベルの最低賃金と，州や市など地方自治体が

定める最低賃金が存在する。地方自治体の最低賃

金の方が連邦最低賃金よりも高い場合には，地方

自治体の最低賃金が適用される。

連邦最低賃金は2009年7月に時給6.55ドルから

7.25ドルに引き上げられて以降，その水準に据え

置かれたままだ。オバマ政権はその発足以来，連

邦最低賃金を引き上げ中間層の底上げを狙ってい

たが，連邦議会の合意は得られず実現には至らな

かった。そこで，議会の承認なしに自らの権限で

行使できる大統領令を利用し，連邦政府の契約業

者の最低賃金を時給10.10ドルに引き上げた。16)

連邦最低賃金が据え置かれる一方，地方自治体

は，積極的に最低賃金を引き上げている。この背

景には，全米各地で最低賃金を15ドルへと引き上

げる市民運動（Fight For $15）が活発化している

ことがあげられる。首都ワシントンDCなど，す

でに最低賃金を15ドルまで引き上げた自治体も出

ている。

一般に，最低賃金の引き上げは低所得者の所得

を高め，その厚生を改善すると同時に格差の縮小

につながると考えられている。しかしながら，経

済学者間では最低賃金の引き上げは雇用を縮小さ

せるという見解もあり，論争の的になっている。

理論的には最低賃金の引き上げが雇用に与える

影響は市場構造に依存する。労働市場が競争的な

場合，最低賃金の上昇は雇用に影響を全く与えな

い，あるいは減少させる。これに対して，労働市

場が完全に競争的でない場合には，最低賃金を上

げると雇用が増えるという論理も成立する。

実際に最低賃金の引き上げが雇用にどのような

影響を与えるのかに関しては，まだ研究者間でも

コンセンサスはない。

1990年代初頭までは労働市場が競争的であると

いう考え方が支配的で，最低賃金の引き上げが雇

用にマイナスの影響を与えるというエビデンスが

出された。しかしながら，1990年代半以降，最低

賃金の引き上げは，必ずしも雇用を減少させるわ

けではないという実証結果が提出されている。

代表的なものにCard and Krueger（1994）があ

る。この論文ではニュージャージー州で最低賃金

が引き上げられた際に，ファストフード店の雇用

がどのように変化したのかを，最低賃金が引き上

げられなかった隣のペンシルバニア州と比較しな

がら分析，最低賃金が引き上げられたニュー

ジャージー州のファストフード店では雇用が増加

したことを示した。

Dude et al.（2010）はCard and Krueger（1994）同

様に最低賃金の制度変更に注目し，レストランや

低賃金セクターの雇用への影響を分析している。

分析した群間の雇用率の違いは，最低賃金の違い

によるものではなく，地域の雇用傾向の違いに

よって引き起こされたと結論付けている。また，

Cengiz et al.（2019）は1979年から2016年までの米

国の138の主要な州レベルの最低賃金の変化に関

するデータを使用して，最低賃金が低賃金のジョ

ブに与える影響を分析しているが，最低賃金の引

き上げが，低賃金の仕事の数に影響したという証

拠は見出されなかった。他方，Neumark and

Wascher（2008）は1990年代以降の最低賃金に関

する実証研究を徹底的にサーベイし，最低賃金の

引き上げは雇用にマイナスの影響を与える研究の

方が多かったとしている。

このように最低賃金が雇用に与える効果につい

ては未だその論争には決着がついていない。しか

しながら，最近では，最低賃金の引き上げレベル

が適度なものであれば，雇用へのマイナス影響を

小さいという見解が多い。また，最低賃金が引き

上げられると，その恩恵を受けた労働者の支出が

16) その後，インフレ調整によりこの最低賃金額は2021年4月時点で10.95ドルとなっている。
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増え，経済が下支えされるという見解もある

（Alonso, 2020）。

なお，日本でも菅義偉首相が最低賃金の全国平

均1000円の早期実現を目指す考えを示している。

現在，最低賃金の全国平均は902円なので，実現に

は相応の引き上げが必要となる。ここで重要なの

は，海外の研究結果がそのまま日本に当てはまる

わけではないということである。最低賃金の制度

は国ごとに異なり，日本での政策効果を議論する

ためには，日本のデータを用いた分析に基づく必

要がある。例えば，川口・森（2013）は日本での

最低賃金の上昇は若年男性や中年女性などの雇用

に若干のマイナス影響を与えることを示してい

る。

Ⅳ 結語

米国経済はこの約15年間に金融危機と新型コロ

ナウイルス感染流行による二つの大きな不況を経

験している。本稿では2000年代後半から最近まで

の米国労働市場の動向を概観するとともに，不況

下での雇用・失業対策を整理，その効果を論じた。

最後に本稿では取り扱わなかったいくつかの重

要な点を紹介して本稿を結ぶことにする。

ひとつは格差問題だ。米国では国民の所得，資

産水準に大きな差が生じている。米国の所得格差

は1980年以降に広がり，パンデミック前の2019年

には，米国の最も裕福な世帯上位1％が保有する

資産は全体の37％，次の9％の層が占める割合は

39％と，上位10％層の割合は76％と高水準である

一方，下位50％の層の割合はわずか1％だった

（Jesse et al., 2020）。

コロナ禍で富の格差は一段と顕著となってい

る。対面業務が原則の飲食やサービス業は大きな

打撃を受け，とりわけ女性や低所得者の雇用が失

われる一方で，金融資産を保有する富裕層の資産

価値は増加した。実際，2020年，富裕層上位1％の

資産は全米増加分の約35％にあたる約4兆ドル増

加した。バイデン政権はその長期経済政策（米国

雇用計画や米国家族計画）を通じて，深刻な経済

格差や社会分断に対応しようとしている。所得格

差は経済の安定や成長にマイナスに作用する可能

性も指摘されており（Berg and Ostry, 2011），どの

ように富の再配分を進めるべきかについてさらな

る議論が必要である。

いまひとつは財政政策のあり方についてであ

る。コロナ禍で世界最悪の被害を被った米国では

史上空前の規模で財政出動が行われている。もっ

とも，コロナ禍で財政出動を余儀なくされている

のは米国だけはない。経済後退により税収が減少

する中，先進国を中心に多くの国で大規模な財政

政策が実施され，財政収支は急激に悪化，債務残

高が増加している。IMF（2021）によると2020年

の財政赤字（対GDP）は先進国で11.7％，新興市

場国で9.8％，低所得国で5.5％，債務残高は世界

全体で97.3％となっている。

財政政策へのニーズが高まっている理由は今般

のコロナ不況によるものだけではない。パンデ

ミック前から財政政策は注目され，特に先進国で

は積極的な財政出動が打ち出されてきた。この背

景には，先進国経済が長期停滞に直面し，金融政

策のみではそれを克服できないという事情があ

る。また，金利が長期的に低下傾向にあり，財政

赤字や債務蓄積のコストが小さくなっていること

も財政出動をサポートする要因となっている。実

際，IMFでチーフエコノミストを務めたオリビ

エ・ブランシャールは経済成長率が金利を上回っ

ているときには債務は財政のコストにはならない

可能性があることを指摘している（Blanchard,

2019）。また，ハーバード大学のローレンス・サ

マーズも低金利は経済の構造変化を反映したもの

であり，経済政策，とりわけ財政政策もその在り

方を再考すべきだと主張している（Furman and

Summers, 2020）。低金利下での財政政策のあり

方を考えることは，米国のみならず他国，主に先

進国にとっては極めて重要である。
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Abstract

The US economy has experienced two large recessions over the last 15 years: the “Great

Recession” in the late 2000s and the Covid-19 crisis since the spring of 2020. During the two recessions, the

labor market situation deteriorated significantly and unemployment increased. The US government has taken

measures against increased unemployment by expanding unemployment insurance and conducting large-

scale fiscal stimulus packages. This paper looks at movements of the US labor market over the past 15 years

and examines the effects of unemployment insurance expansion and fiscal stimulus, which conducted during

the two recessions, based on recent empirical studies. This paper also discusses the effect of raising the

minimum wage.
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